
平成12年10月 5日付け第 2号及び平

成13年 5月 31日 付け第 3号により調査

開始の通知をした申出については、別

添のとおり調査を行った結果、埼玉県

男女共同参画推進条例第13条第 3項及

び埼玉県男女共同参画推進条例施行規

則第 8条第 1項の規定により、次のと

おり勧告します。

なお、平成15年 3月 31日 までに、そ

の取組について報告してください。

申出の題旨

○すべての県立高校を共学化すること

に消極的な県教育局の姿勢に対しての

苦情を申出、一日も早く県立高校をす

べて男女共学にすることを望む。

○公立高校における別学解消の早期実

現を申出る。

勧告の趣旨

高校生活の 3年間を一方の性に限る

ことは、人格形成からも、また男女共

同参画社会づくりの視点からも問題で

ある。

高校生という多感な時期に、異性と

真剣に向き合い共に協力し合って問題

を解決していく体験こぞ重要である。

公立の高校として、男女の性差にと

らわれることなく、個人の能力・個性

を発揮していくため、男女別学校の共

学化を早期に実現する必要がある。

勧告の内容

別紙のとおり

(別紙 )

公立男女別学高校の早期共学化に向け

て

1 基本的な考え方

はじめに、21世紀の男女共同参画社

会の形成に教育が果たす役割の重要性

に鑑み、埼玉県における公立高校の男

女別学に関する基本的な考え方につい

て述べます。

日本国憲法の第14条「法の下の平

等」には、「すべての国民は法の下に

平等であって、人種、信条、性別、社

会的身分又は門地により、政治的、経

済的又は社会的関係において、差別さ

れない。」とあります。

特に、1975年の国際女性年以降は、

世界的な規模で男女の格差是正に向け

てさまざまな取り組みが続けられ、日

本でも1985年に「女子に対するあらゆ

る形態の差別の撤廃に関する条約」を

批准しました。その第 1条「女子差別

の定義」には、「女子に対する差別」

とは、 |「性 )こ基づく区別、排除又は制

、限」、とあげ、性による区別も差別であ

ると定義づけられています。

また、その流れの中で日本でも、1999

年には「男女共同参画社会基本法」を

制定し、男女共同参画社会の実現を、

21世紀の我が国の最重要課題と位置づ

けています。その第 4条「社会におけ

る制度又は慣行についての配慮」には、

「男女共同参画社会の形成に当たって

は、社会における制度又は慣行が、性

別による固定的な役割分担等を反映し

て、男女の社会における活動の選択に

対して中立でない影響を及ぼすことに

より、男女共同参画社会の形成を阻害

する要因となるおそれがあることに鑑

み、社会における制度又は慣行が男女

の社会における活動の選択に対して及

ぼす影響をできる限り中立なものとす

るように配慮 されなければならな

い。」とあります。さらに、男女雇用

機会均等法でも、職業の場における男

女差別を全面的に禁止しています。

埼玉県でも、全国に先駆けて「埼玉

県男女共同参画推進条例」を制定し、

2000年 4月 から施行しました。

こうした流れの中で日本の現状とし

ては、国連開発計画 (UNDP)が出し

ている「人間開発報告書」 (2001年 )

によると、日本人の基本的な能力がど

こまで伸びたかを測った人間開発指数

(HDI)は、162か 国中第 9位 ですが、

女性が積極的に経済界や政治生活に参

加し、意思決定に参加できるかどうか

を測るジェンダー・エンパワーメント

指数 (GEM)は 、162か 国中31位 とな

っており、先進国の中で、日本は特に

女性の社会参画が遅れているとの指摘

を受けています。

このような日本の現状やさまざまな

国際法、国内法、県の条例なども考え

合わせ、埼玉県の公立高校における男

女別学の存在についても再検討の必要

があるものと考えます。

2 埼玉県の現状

埼玉県の公立別学高校は、男子校 5

校、女子校は市立も含めると11校、合

計16校あります。県内の公立高校は全
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部で164校ありますので、別学校はほ

ぼ 1割にあたります。

この16校の中には、戦後の教育改革

以前には旧制中学校や旧制高等女学校

で、長い歴史と伝統を誇りにし、現在

もその学区のトップ校として高い進学

率を誇っている5つの男子校と、その

男子校に「女子」を付け加えた校名を

もつ 5つの女子校があります。

男女共学は、戦後の教育改革の大き

な柱でした。それまで、エリート教育

を目標としていた旧制中学校と良妻賢

母の養成を目標としていた旧制高等女

学校を共学化して、男性にも女性にも

同じレベルの教育を保障し、戦後の男

女平等を基本とする教育の民主化を図

ろうとしたのです。

全国的に旧制中学校、1日制高等女学

校を中心に新しい男女共学の高校づく

りが進められましたが、さまざまな経

過を経た結果として、群馬県、栃木県、

埼玉県、福島県、宮城県など主に北関

東と南東北に別学の高校が残りました。

また、本県の女子校の中で、鴻巣女

子高校には家政科学科と保育科があり、

熊谷市立女子高校と春日部女子高校に

は外国語科があります。男子校の中で、

松山高校には理数科があります。女子

校にある家政科学科、保育科、外国語

科には男子は入れず、男子校の理数科

には女子は入れません。つまり性によ

って進路の選択に差があります。

埼玉県の公立の別学高校について、

資料を比べて見ると、その校地面積、

特に校庭の面積の比較においても男子

校は大きく、女子校は小さくなってい

ます。

次に、各学校の教育目標などについ

て、資料を比較してみると、男子校の

教育目標などには、「尚文昌武」、「文

武不岐」、「質実剛健」、「文武両道」

などの言葉が使われ、1日制中学校時代

からの教育目標がそのまま生きている

ことがわかります。一方、女子校は、

「正しく美しい社会の創造」、「調和
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的で情操豊か」、「礼儀を重んじる」、

「温雅端正な品性の向上」、「思いや

りのある人間」などの言葉が使われて

います。男子校と女子校では明らかに

その教育目標などが違っています。

そして、中学校卒業当時には、学力

面で男女に大きな差はないはずですが、

男女共同参画社会づくりに大きな影響

があると思われる卒業後の進路決定で

大きな差を生じています。

3 他県の状況 (平成13年 4月 現在 )

福島県には、男子校 2校、女子校 4

校があります。それらすべてを平成15

年度までを目途に共学化することが決

定 (県立高等学校改革計画 :福島県教

育委員会 :平成 9年 6月 )さ れています。

宮城県には、男子校11校、女子校11

校、合計22校の別学校があります。別

学校については、校舎の改築や学科改

編、再編などを機に、対象校ごとに理

解を得ながら、全て男女共学化する方

針 (県立高校将来構想 :宮城県教育委

員会 :平成13年 3月 )を打ち出してい

ます。

それに向けてアンケート調査 (県立

高校の男女共学化についてのアンケー

ト:宮城県教育委員会 :平成11年 9

月)を行いました。高校の共学化に対

して県民の 7割弱が「賛成」「どちら

かというと賛成」という結果が出て、

高校の共学ぼ県民の意思に添った形で

準め,資るととになっています。

秋田県には、女子校のみ 7校ありま

す。平成22年度までには共学化への具

体的なスケジュールを策定 (第 5次秋

田県高等学校総合整備計画 :秋田県教

育委員会 :平成12年 7月 )することが

決定されています。

4 21世紀という視点から～新しい価

値の創造を目指して～

出した「男女平等教育指導資料集」に

は、「高等学校段階の生徒は、身体的

にほぼ成熟し、男女それぞれの特性が

かなり明確になる。将来、両性が協力

して家庭を築き、相互の特性を生かし

合うことが社会生活の在るべき姿であ

ることを考え、この時期に男女が互い

に身体面や精神面の特性についての理

解を深め、相互の望ましい在り方を正

しく身につけるとともに、日常の諸問

題などに対しても互いに協力してそれ

ぞれの特性を生かすなかで、これらを

解決し、共に充実した学校生活を送る

ことができるように指導することが求

められている。」と指導の方向が示さ

れています。異性がいないところでこ

のような指導が充分にできるとは考え

られません。

m東京女性財団が平成 8年 3月 に行

った「性差意識の形成環境に関する研

究」によると、別学の男性は共学男性

に比べて、性差意識が強いことがわか

ります。特にその関心は異性の身体に

強く傾斜し、道具的存在としての身体

への関心に収餃してしまう危険性があ

ると指摘しています。そして、「性差

意識の解消はどのようになされること

が可能であろうか。性差意識が女の子

と男の子を分ける。分かれるところか

ら始まるのだとすれば、まず、『分け

ない』ところから始めるしかない。」

と述べています。

女子校の存在理由として、「男子が

いるとリーダーシップ・イニシアチブ

を男子がみな取ってしまうので、女子

がその能力を伸ばすことができない。

女子校だとそうした能力を身につける

ことができる」というのがありますが、

現実の社会には男性も女性もいるわけ

で、その中でリーダーシップをとる能

力がなくては通用しません。

今、家族の崩壊が社会問題となり、

子どもの虐待や配偶者からの暴力の問

題などさまざまな社会現象が現れてお

り、その対策が求められているとき、埼玉県教育委員会が平成12年 3月 に



共に協力して家庭をつくり、その中で

一人ひとりの人権が守られていくこと

を、男女共に学び合っていくことは教

育の役割として非常に重要です。「長

い人生の中の 3年間ぐらい、異性のい

ないところでのびのびすごすのもいい

のではないか」という意見もありまし

た。しかし、多感な高校生時代には、

むしろ異性と真剣に向き合い共に協力

し合って問題を解決していく体験こそ

重要なものと考えます。高校時代の 3

年間をどう過ごすかは、単に3年間だ

けの問題ではなく、先輩後輩なども含

めたその後の人間関係の基礎となり、

その後の人生を支えることにもなるこ

とを考えると、一方の性のみに限るこ

とは、人格形成からも、また男女共同

参画社会づくりという視点から考えて

も問題が残ります。

埼玉県においても、男女間の格差が

生じないようにするために、男子女子

の区別をすることなく同じ教育の場を

与えることが重要です。

公立学校は公費でまかなわれている

ことを考慮し、中学生も合めた県民全

体の意識調査を行うなどの積極的な問

題解決に向けての取り組みが必要です。

名門校として残っている埼玉県の公

立の別学高校は、長い歴史と伝統に新

たな価値を付け加え、新しい展開を図

るときがきています。過去を振り返る

だけでなく、21世紀の未来を見据えた

教育が不可欠です。21世紀の男女共同

参画社会づくりに向ttて 、埼玉県全体

の高校教育のあり方を今ここでもう一

度考え直し、本当の意味で男女格差の

ない未来に誇れる高校づくりをする必

要があります。

よって、県立高校については、現在

存在する男女別学高校の共学化を早期

に実現するよう勧告します。

また、市立高校については、市に対

して、男女別学高校の共学化について

の働きかけをするよう求めます。

調 査 経 緯

年月 日 受 理 事案に対する調査・検討

12 10.4 〇申出書 (受理番号12-003)

県民から、「すべての県立高校を
男女共学にすることに消極的な埼
玉県教育局の姿勢に対しての苦情
を申出、一日も早く県立高校をす
べて男女共学にすることを望
む。」

12.10.5 ○調査開始通知 (平成12年 10月 5日付け
第 2号 )

○教育局高校教育課から現状につ
いて説明を受ける

12.10.27 〇合議決定

12.11.29 ○教育局から別学を続けてきた理
由等について説明を受ける

12.12.28 ○苦情を総合的に検討

13.1.25 ○学校関係者 (男子校、女子校、
共学校の学校長 3名、教員 (男
女)2名 )か ら意見・現状を聴く

13.2.7 〇要望書

県立別学高校等のPTA及 び後援会か
ら「男女共学化に関し、慎重審議
と意見聴取を要望する件」

13.2.22 ○申出者から意見を聴く

13.3.28 〇各県の状況等を調査

13 4.6 〇申出書 (受理番号13-001)

県内8女性団体の長から、「公立
高校における別学解消の早期実現
について」

13.4.12 ○苦情を総合的に検討

13.5.31 〇県立別学高校等のPTA及 び後援
会から意見・現状を聴く

〇調査開始通知 (平成13年 5月 31日付
け第 3号 )

13.6.28 ○県内8女性団体の長からの申出
について意見・現状を聴く

13.7.26、 ○県民意見等の検討

13.9.2て  ヽ ○苦情を総合的に検討

13.｀ 11.13 ○要望書

共学ネット・さいたまから、「埼
玉県のすべての公立高校の男女共
学早期実現を求める要望書」

13.11.22 ○苦情を総合的に検討。県民意見
等の検討

13.12.27 共学ネット・さいたまから意見・
現状を聴く

14.2.4 〇苦情を総合的に検討

14.2 26 ○苦情を総合的に検討

※上記の外、個別調査実施
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